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ケーブルテレビ事業者による無線サービスの展開について

令和6年3月29日
一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟
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 ケーブルテレビは、1955年、群馬県伊香保温泉における難視聴対策として誕生。
 光ファイバーケーブルや同軸ケーブルを敷設し、地域情報を放送するコミュニティ放送、地上放送や衛星放送の

再放送、インターネットや電話などの通信サービスなどの多様なサービスを提供。
 地域密着の事業者である「地域性」、臨機応変な対応が可能な「機動性」、インフラからコンテンツまで全てを扱う
「垂直的総合性」がケーブルテレビ事業者の特⾧。

1953年 地上テレビ放送開始

1955年 群馬県伊香保温泉で初のケーブルテレビ誕生

1972年 有線テレビジョン放送法制定

1974年 日本有線テレビジョン放送連盟が任意団体として発足

1980年 社団法人 日本ケーブルテレビ連盟設立

1987年 初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク
（株））

1996年 ケーブルインターネット開始

1997年 電話サービス開始

2005年 ケーブルテレビ発祥50周年

2012年 日本ケーブルテレビ連盟が社団法人から一般社団法人に移行

2014年 4K試験放送開始／ケーブルスマホ（MVNO）サービス開始

2015年 デジアナ変換サービス終了／「ケーブル4K」実用放送開始

2017年 「ケーブルIDプラットフォーム」運用開始

2018年 「新4K8K衛星放送」再放送開始

2020年 ローカル5G/地域BWAの業界統一コア運用開始
「ローカル５G」地域実証等開始

ケーブルテレビの歴史

ケーブルテレビとは
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 2023年3月末現在、「有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者」数は、456事業者。
加入世帯数は、約3,162万世帯であり、緩やかな増加続いている。

 世帯普及率は約52.5％。我が国の総世帯数の半数以上が、ケーブルテレビ経由でテレビを視聴。
 サービス提供エリアは、全都道府県を網羅。456事業者のうち、340事業者（2023年3月末）が、日本ケーブルテ

レビ連盟の会員。（連盟会員ベースの世帯普及率は、47.6％※）

登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移

世帯普及率
約52.5%

加入世帯数は、
約3,162万世帯。

ケーブルテレビの加入世帯数の推移

出典：総務省『ケーブルテレビの現状』（令和5年11月版） ※2023年3月末現在。 ※普及率は、2023年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から算出。
※（）内は、加入世帯数の対前年度末増加率 ※RF方式における「加入世帯数」は、登録に係る有線電気通信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む）を指す。
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◆我が国が直面している状況
• 少子高齢化と人口減少の進展
• ケーブルテレビの主契約層となるファミリー層が縮小、単独世帯が主に
• コロナ禍で疲弊し、持続的な成⾧を求める地域経済
• 移動しない、接触しない「新たな日常（※日本のキーワード）」 ⇒ DX関連の取組が加速

 新しい働き方の普及、ライフスタイルも変化（都市から地方へというトレンド）

• 政府においてもデジタル化に向けた取組が本格化

◆地域経済を成⾧させ、更なる発展を実現するためには、ケーブルテレビ事業者として、
 持続可能な地域づくりに貢献していくことが重要
 地域社会や住民のために、地域で役に立ち続ける企業であるべき
 「移動しなくていい社会」における地域の皆様の活動を支援

「2030年のケーブルテレビの在り方」の検討を開始

「2030ケーブルビジョン」策定の背景
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2030年のケーブルテレビが担うべきミッションと目指すべき姿
『地域DXで地域を豊かに、人々を笑顔に』

◇2030年においても、ケーブルテレビ業界の志は変わらない!! すべては、地域社会のために、お客様のために!!

◇お客様との関係性は、企業とお客様ではなく、地域コミュニティを共創する《メンバーシップ》の姿勢で!!

◇持続可能な地域づくり 《SDGsへの取り組み》 が、ますます重要!!

◇地域課題解決のキープレイヤーとして、地域活性・地方創生など、地域の共通価値を創造《CSV》していく!!

ミッション

目指すべき姿～６つのアプローチ

安全で信頼性の高い地域No.1ネットワークを構築するネットワークが
変わる

ケーブルIDで地域経済圏を構築するIDで変わる

地域における情報メディア・プラットフォームになる放送が変わる

コンテンツが
変わる 地域の魅力を創出するコンテンツプロデューサーになる

地域MNOとして第5のモバイルキャリアを目指すワイヤレスが
変わる

地域DXの担い手になるサービス・ビジネ
スが変わる
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無線サービスによる地域への貢献について

地域課題を

解決し

持続可能な

地域づくり
MVNO：低価格スマホサービス

地域BWA：使い放題無線通信サービスとe-SIMの活用

Wi-Fi：駅前、商店街など地域の利用ニーズに対応

IoT：データ収集自動化、BtoB/G需要

個人

地域全体

行政地域
ニーズ

ローカル５G：超高速FWA、自治体、企業との地域課題解決地域の
超高速無線網

CATV

顧 客

自治体

地元企業

C
A
T
V

の
無
線
サ
ー
ビ
ス
展
開

FTTH、HFC：超高速インターネット世帯

 総務省地域課題解決型ローカル５G開発実証等に積極的に参加

 地域におけるIoTニーズは年々増加。IoTを活用したビジネスの展開を進める

 未整備エリアにおける地域BWAの集中的な整備を進める

これまでも地域BWA、Wi-Fi、MVNOなどの無線サービスを提供してきましたが、地域DX
の担い手となるべく、地域MNOとしてサービスを展開することでモバイル市場の成⾧性を取
り込み、地域の活性化に貢献していきたいと考えています。
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ケーブルテレビ事業者の実績(地域BWA）

2023年3月末現在、連盟のケーブルテレビ事業者による地域BWAの導入社数は
113社、自治体数は293 (2023年3月末現在）となっています。

地域BWA導入自治体数の推移

出所:(一社）日本ケーブルテレビ連盟調べ
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ケーブルテレビ事業者の実績（ローカル5G）
免許人166者の内、ケーブルテレビ事業者は20者(令和6年2月29日現在)となっています

出所:総務省
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無線で目指す姿:第５のモバイルキャリア 『無線利活用戦略2024』 より

地域BWA
（2.5GHz）

地域BWAの音声利用
（エリア内かけ放題）

ローカル5G
(Sub6)

ローカル5G
(ミリ波)

CATV局舎

光ファイバ（FTTH)

業界統一コア業界統一コアが地域BWA、ローカル５G
（Sub6、ミリ波）を一体的に制御

地域BWAで広域をカバー

無線の基盤としての光ファイバ

光ファイバ

光ファイバ

光ファイバ

バスや電車など
移動利用が可能

1Gbpsの
FWAサービス

GIGAスクール

集合住宅

 MVNOに加え、地域ワイヤレスの基盤となる「光ファイバ」の上に、多様な無線システムを活用して
エリア全域のカバレッジにより、BtoCだけでなくBtoB・BtoGの地域のあらゆるニーズに対応

 無線化ニーズが増大へ対応するため、各無線システムの特性・補完関係を活かした展開が重要

Wi-Fi(6E/7)

屋内(高密度環境等)
向けWi-Fi

オフィス・
商業施設等

ローカル5G
(ミリ波)ローカル5G

(Sub6)
地域BWAの音声利用

1Gbpsの
FWAサービス スマート農業

LPWA

自治体等

ＭＶＮＯ
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業界統一コアの活用

会社概要 グレープ・ワンの役割

無線で目指す姿の実現に向けて、株式会社グレープ・ワンを設立し、ケーブルテレビ事業者
の戦略的な無線事業展開を支えるコア設備を業界連携により運営しています。
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ローカル5Gの制度整備について
ローカル5Ｇの共同利用の導入や免許手続の簡素化等、柔軟な運用に向けた制度整備
を令和５年8月に実施いただき、株式会社ZTVと株式会社愛媛CATVにて、日本初・地
域初 共同利用区域を設定したローカル5Gの無線局の免許取得しました。
地域のローカル５Ｇ導入における技術面、コスト面のハードル低減が実現し、⾧期計画
に基づく基地局等の設備投資が可能となることから、ローカル５Ｇの導入促進につながる
と考えます。
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ローカル5G・地域BWAの普及展開に向けて

1.サービスの維持・拡大・高度化

既存バンドである地域BWA（2.5GHz 帯）の5G化およびローカル５Gとの
キャリアアグリゲーションは技術の進展に合わせたサービス高度化の観点から重要で
あると考えています。
また、地域BWAは、地域の公共サービスの向上、地域内での通信と安心・安全の
確保など、当該地域の公共の福祉の増進に寄与することを目的とした電気通信業務
でありますが、こうした目的の必要性、重要性又は提供すべき公共サービスについては、
引き続き、自治体との協定などがあることなどの要件を維持することが適当であると
考えます。
ミリ波帯域を利用したローカル5Gにつきましては、今後の更なる技術の進展に伴い、
高速・大容量通信を実現する有効なサービスになるため、利用促進に向けての諸施策
が期待されます。
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ローカル5G・地域BWAの普及展開に向けて

2.放送受信環境の維持のためのローカル5Gの活用検討

高築年数の集合住宅における放送受信環境の維持に関しては、伝送路のラスト
ワンマイルにおいてローカル５Ｇを活用することで、住宅内の設備の工事を不要と
することができ、効率的に放送を受信する環境を確保することが可能です。ローカル
５Gを活用した放送ついて技術的な検証や研究開発、実用化に向けた検討を
進めて頂くよう要望いたします。
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小規模中継局（ミニサテ）等の維持が困難なエリアへの対応などデジタル
時代を踏まえた放送インフラの整備
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＜辺地共聴施設の代替イメージ＞

人口減少に加え設備の老朽化等による地上波放送インフラが維持困難となる地域で、小規
模中継局（ミニサテ）や共聴設備のケーブルテレビへの移管の円滑化や運営・維持管理の
負担軽減が必要

＜小規模中継局の代替イメージ＞

地上テレビジョン放送の送信にかかる経費

小規模局(ミニサテ局)

共聴

総務省 デジタル時代の放送制度の在り方検討会検討会資料

地デジ化時に導入された設備が、全国で一斉に
更新時期を迎えており、設備更改問題が顕在化。
費用面から設備更新が困難な設備も多い。
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辺地共聴施設の安定的運用

15

• 全国で約15,000施設※ある共聴施設は、地域住民にとってテレビを受信し、防災情報を含めた情
報を取得するための必要不可欠なインフラ。

• 地デジ化時に一斉に整備された施設が一斉に老朽化していることに加え、過疎化・人口減少の加
速化が進んだことで運用基盤が脆弱化。地域住民が自主的に運用している共聴設備では設備更
改・運用継続が困難なものが多数に上る状況。

※ 総務省「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」 報告書

辺地共聴施設

放送電波が山や丘陵によって遮られる地域に対し、難視聴解消対策
として、主に地域住民により設置された施設

共聴アンテナ

共聴施設の伝送路例

災害時における安定的な運用、被災時の迅速な回復を行うためには安定的な運用基盤が不可欠。共聴施設の
機器更新への支援に加え、ケーブルテレビ等による代替への円滑な移行支援が必要。

ケーブルテレビで代替
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